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年度 平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

支援件数 14件 14件 11件 12件 5件

支援金額 198百万円 198百万円 195百万円 150百万円 74百万円

事業類型 災害公営住宅等 まちづくり 都市公園 道の駅等 その他

支援件数 8件 14件 9件 5件 15件

うちH24 （2件） （8件） （0件） （0件） （4件）

H25 （1件） （1件） （5件） （2件） （5件）

H26 （2件） （2件） （2件） （2件） （3件）

H27 （3件） （3件） （2件） （1件） （3件）

（１）支援実績
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調査

番号
地方公共団体 調査名 施設 調査概要

H24
-1

岩手県
災害公営住宅の敷地提案型の買
取制度等に関する官民連携手法
の検討調査

災害公
営住宅

直接建設方式や設計・施工一括発注方式等を比較検
討の上、敷地提案型買取り制度を活用し、災害公営
住宅を整備すべく、事業手順・事業条件および募集要
項や実施マニュアル等について検討を行った。

H24
-7

田野畑村

（岩手県）

地域特性を踏まえた官民連携によ
る災害公営住宅の整備に係る検
討調査

災害公
営住宅

官民連携して、地域材を用い、地域の住宅生産体制
を活用する災害公営住宅の整備手法について検討。
直接建設、DB、買取方式を比較の結果、買取方式を

最適な建設方法と判断した。

H25
-8

気仙沼市

（宮城県）
共同建替え事業等の地域・官民連
携による都市基盤整備検討調査

災害公
営住宅

まとまった土地が確保しにくい中心市街地において、
買取型の災害公営住宅の整備と、地域住民の店舗
等の再建とを複合する官民連携の共同建替え事業に
ついて検討した。

H26
-1

大槌町

（岩手県）

地域住宅生産体制を活用する官
民連携による災害公営住宅供給
推進調査

災害公
営住宅

今後整備予定の災害公営住宅のうち、木造住宅の整
備・供給について、地域住宅生産体制や地場産材の
活用方法や民間ノウハウ・事業力を活用する発注方
法（買取方式等）について検討を行った。

H26
-9

楢葉町

（福島県）
官民連携による帰還後の町内拠
点の形成推進調査

自力再
建住宅

原発事故の避難区域解除後に、町民の帰還を先導
する復興拠点「コンパクトタウン」を整備するにあたり、
自力再建住宅団地の基盤整備・造成工事等への官
民連携手法の導入可能性について検討を行った。

H27
-4

浪江町

（福島県）

生活支援サービスと連携した帰還
者向け公営住宅等の整備・運営手
法検討調査

災害公
営住宅

原発事故の避難指示解除後の特定帰還者向け災害

公営住宅の整備、迅速な災害公営住宅の供給のた
め、建設手法や事業スキームについて官民連携の観
点から検討、入居後の各種生活関連サービスの事業
者の参画方法・運営手段について検討を行った。

H27
-5

岩手県
被災者の住宅再建時における建
設事業者の資金確保方策に関す
る調査

事業者
の資金
確保

被災者による住宅再建状況、住宅ローン、つなぎ融
資の利用実態、岩手県が民間と連携して行うべき支
援策等について、金融機関、工務店及び保険会社に
対してヒアリング等を行い、「住宅完成保証保険＋エ
スクロー信託」による工務店の資金確保スキーム等
の検討を行った。

H27
-9

山田町

（岩手県）

地域の住宅生産状況等を踏まえた
災害公営住宅の供給に係る調査
業務

災害公
営住宅

災害公営住宅の早期・円滑な供給を図るためには、

民間事業者等のノウハウ・技術力の活用が重要であ
ると考え、住宅生産者組織の現状・課題を踏まえた官
民連携事業手法の検討と、住戸プラン・配置計画の
モデル検討、要求水準・評価基準等に係る検討を同
時に行った。
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調査

番号
地方公共団体 調査名 施設 調査概要

H24
-3

陸前高田市

（岩手県）
官民連携によるまちづくり・公共
施設整備運営事業調査

まちづく
り拠点

嵩上げが予定されている地域について、土地利用計画を
検討すると共に、復興まちづくり会社を活用し、公共施設・
民間施設を一体的に整備・運営する官民連携手法につい
て検討した。

H24
-4

釜石市

（岩手県）
釜石東部地区再生拠点整備事業
調査

まちづく
り拠点

釜石東部地区において、公共施設の再配置や被災商店
の集積等による、復興拠点となる商業拠点空間の整備及
びまちづくりについて、まちづくり会社を活用した官民連携
手法を検討した。

H24
-5

大槌町

（岩手県）

官民連携による中心市街地の商
業施設及び公営住宅の整備に関
する調査

まちづく
り拠点

町方地区における、官民合築施設等からなる復興拠点の
整備について、先進事例（＝オガール紫波）を参考にしつ
つ、まちづくり会社活用の観点から検討を行った。

H24
-9

東松島市

（宮城県）
農を活かした健康と雇用の創出
によるまちづくりプロジェクト調査

まちづく
り拠点

防災集団移転促進事業の移転先である野蒜（のびる）北
部丘陵地区において、防災機能を備えた津波復興拠点や
観光交流・物産センターを整備する事業について、官民連
携の観点（アダプト制度等）から検討を行った。

H24
-10

山元町

（宮城県）

被災した沿岸地域の活用ニーズ
の把握と防災施設等における官
民連携手法の検討調査

防災集
団移転
事業

内陸への集団移転により生じる沿岸地域の低未利用地の
有効活用方法として、防災減災の機能を盛り込みつつ産
業誘致を行う地域計画について検討を行った。

H24
-11

七ヶ浜町

（宮城県）
花渕浜ハーバースクゥエアまちづ
くり事業に関する調査

まちづく
り拠点

七ヶ浜町花渕浜において、地域産業の6次化を通じて産業

復興を行うべく、海苔・魚貝類加工品等の加工施設、物販
施設、食堂・フードコート等の整備・維持管理について、官
民連携によるスキーム（PFI方式、復興補助金活用方式

等）を検討した。

H24
-12

南三陸町

（宮城県）

再生可能エネルギー利活用事業
における官民連携手法の検討調
査

エコタウ
ン形成

太陽光、木質バイオマス、メタンガス等、複数の再生可能
エネルギー源を利活用したエコタウンを形成すべく、当該
事業への官民連携手法（設計施工一括＋長期運営委託、
PFI方式等）の導入可能性について、検討を行った。

H24
-14

福島市

（福島県）
小水力発電による土湯温泉町ス
マートコミニュティー事業調査

小水力
発電

土湯温泉町における再生可能エネルギー（砂防堰堤を利
用した小水力発電）の利用を想定したまちづくりを実現す
るための官民連携手法（PFI方式等）について検討した。

H25
-2

山田町

（岩手県）
震災復興型エリアマネジメント手
法検討調査

まちづく
り拠点

JR陸中山田駅周辺エリアに津波復興拠点としての官民複

合施設を整備・運営する事業について、企画計画・整備・
運営のための官民連携スキームやエリアマネジメントの実
施主体となるまちづくり会社のあり方等について調査検討
を行った。

H26
-5

東松島市

（宮城県）
エリアマネジメントによる地域活性
化まちづくり事業に係る調査

まちづく
り拠点

大規模な防災集団移転を予定している地区において、津
波復興拠点の整備・管理・運営や独自のまちづくりを通し
て、地域の賑わいを創出する観点から、官民連携による
エリアマネジメント（エリマネカンパニー方式等）の検討を
行った。

H26
-7

磐梯町

（福島県）
地域に点在する集客交流拠点の
官民連携による管理運営調査

まちづく
り拠点

東日本大震災や原発事故に伴う風評被害により低迷して
いる地域経済を活性化すべく、官民連携して地域の歴史
的資源や地域に点在する集客交流拠点等を一体的に活
用し、主要施設を管理運営するエリアマネジメントの仕組
みについて検討した。

H27
-2

遠野市

（岩手県）

公的不動産を活用した官民連携
リノベーション・エリアマネジメント
に係る調査

後方支
援拠点

「遠野みらい創りカレッジ構想（コンビネーション型後方支

援拠点構想）」に基づき、旧上郷中学校の跡地利用につ
いて、官民連携によるリノベーションおよびエリアマネジメ
ントの視点から、震災復興の推進手法について検討を
行った。

H27
-3

気仙沼市

（宮城県）

復興まちづくり会社による編集的
土地利用による官民連携街なか
拠点の創出に係る調査

まちづく
り拠点

東日本大震災で被災した中心街である内湾地区におい

て、公有地や低未利用地を集約／活用しながら再生・復
興するにあたり、市と民間による復興まちづくり会社を立
ち上げ、官民連携手法により事業を行う方策を検討した。

H27
-8

雫石町

（岩手県）

まちづくり会社による町有地を活
用した復興支援と移住コミュニティ
に係る調査

まちづく
り拠点

被災地からの移住の可能性や移住に関心のある方や

関連団体が雫石に求めているなど被災者の移住の可
能性調査の後、被災者の受け入れのための移住体験
ワークショップなどを通じた町有地等の活用計画の策
定・検討を行った。
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調査

番号
地方公共団体 調査名 施設 調査概要

H25
-1

大槌町

（岩手県）

市街地整備における官民連携に
よる官民有林活用に関する調査

都市

公園

町有林などの森林資源を活かした公共施設として、都
市公園および複合施設を整備・維持管理・運営するに
あたり、官民連携手法（DBO、PFI方式等）の導入可能

性について検討した。

H25
-4

松島町

（宮城県）
官民連携による松島公園エリア
等の面的再生等検討調査

都市

公園

観光振興を目的とした、公共施設を含む各種施設（公
園施設・海岸歩道・駐車場等）の整備・維持管理・運
営スキームについて検討した。

H25
-6

陸前高田市

（岩手県）
官民連携による運動公園整備・
運営手法検討調査

スポー
ツ公園

被災・流失した運動公園の再整備として、野球場・
サッカー場等を配置した総合スポーツ公園の整備に
ついて官民連携の観点から検討した（DB＋指定管理、
DBO、PFI方式等を比較）。

H25
-10

名取市

（宮城県）

官民連携による市民墓地公園の
一体的整備・運営に関する検討
調査

墓地

公園

被災者向け墓地公園および市民墓地の一体的整備・
運営について官民連携手法（指定管理、DBO、PFI方

式）の導入可能性について検討した。

H25
-12

伊達市

（福島県）

官民連携スキームを活用した霊
山高原ヘルス・ツーリズム構想
の事業化検討調査

都市

公園

風評被害等により観光客が減少した伊達市霊山地域
の復興のため、宿泊・研修会合等の機能向上を図る
施設整備・運営の官民連携スキーム（ＰＦＩ、指定管理、
包括委託等）について比較検討した。（上記施設は公
園・レクリエーション施設としての位置付け）

H26
-4

陸前高田市

（岩手県）

運動公園周辺エリアにおける民
間収益施設併設・活用手法検討
調査

スポー
ツ公園

東日本大震災により被害を受けた運動施設を総合的
なスポーツ公園として再生・復興するにあたり、公有
地活用による民間収益施設導入を検討するとともに、
官民連携して周辺エリア全体を包括的に管理し、事業
効率化・地域活性化する方法について調査を行った。

H26
-10

大熊町

（福島県）
官民連携による復興拠点施設の
整備・運営手法に関する調査

都市

公園

復興拠点において、都市公園の一部として整備予定
の町民交流施設について、具体的な機能や事業の担
い手、官民連携手法（PFI方式、包括民間委託等）の

導入可能性等を検討した。

H27
-1

釜石市

（岩手県）

官民連携によるスポーツ観光レ
クリエーションエリア整備・運営
手法検討調査

スポー
ツ公園

東日本大震災の大津波による被害を受けたが、ラグ
ビーワールドカップ2019の開催地に選定。

エリアマネジメント体制の構築が重要と考え、地元関
係者、スポーツ関係者、スタジアム運営事業者等へ
のヒアリングを通して、エリア全体の連携可能性の検
討を行った。

H27-
12

相馬市

（福島県）
官民連携による東部地区被災跡
地利用計画検討調査

都市

公園

東日本大震災により被害を受けた東部地区（原釜・

尾浜地区）の活力が低下した沿岸部を再生・復興の
ため、土地利用計画の検討とともに、官民連携手法
の導入を念頭に尾浜地区の包括的な管理運営ス
キームについて検討を行った。
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調査

番号
地方公共団体 調査名 施設 事業概要

H25
-9

東松島市

（宮城県）
官民連携による矢本パーキング
エリア整備・運営検討調査

PA

三陸縦貫自動車道上にある矢本パーキングエリアに
おいて、防災力向上にも資する観光・物産PR拠点施
設の整備・運営について官民連携手法（DBO、PFI方

式等）の導入可能性を調査検討した。

H25
-13

磐梯町

（福島県）
門前町の歴史を活かした集客交
流拠点整備計画策定調査

道の駅
磐梯町の道の駅ばんだいにおける町営温浴施設を
含む再整備計画に関して、官民連携して整備運営す
る手法（DBO、PFI方式等）について検討した。

H26
-2

田野畑村

（岩手県）
官民連携による道の駅整備運
営事業調査

道の駅

田野畑村の商工業や観光業の復興拠点となる「道の
駅たのはた」を田野畑村・地域組織・民間企業が連携
して整備・運営する手法（指定管理、DBO、PFI、リー

ス）について比較検討を行った。

H26
-8

飯舘村

（福島県）
飯舘村村内復興拠点エリア整備
事業調査

道の駅
他

復興のシンボルとなる復興拠点エリア（道の駅、花卉
栽培施設、復興村営住宅他）等を整備するにあたり、
当該施設の運営・維持管理に官民連携手法（包括民
間委託等）を導入する可能性について検討を行った。

H27
-7

久慈市

（岩手県）
被災市町村連携による広域道
の駅整備可能性調査

道の駅

広域市町村（久慈市、洋野町、野田村、普代村）が

一体となり、三陸沿岸道路利用者に必ず立ち寄って
もらい、「稼げる」道の駅を整備する事業について、官
民連携手法（PFI、DBO方式等）の導入可能性とス

キーム検討を行った。
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調査
番号

地方公共団体 調査名 施設 調査概要

H24
-2

遠野市
（岩手県）

コンビネーション型官民連携による後
方支援拠点の整備手法調査

後方支援
拠点

大規模災害発生時に後方支援を円滑・効果的に実施するた
め、平常時から相互支援自治体や民間事業者等が連携する
「全国後方支援プラットフォーム」の枠組みについて検討した。

H24
-6

山田町
（岩手県）

官民連携によるコミユニティ拠点整備
事業等に係る調査

仮設コミュ
ニティ

「ＪＲ陸中山田駅周辺に整備が見込まれる津波復興拠点が竣
工し、仮設商店街が移転する」【≒本設】までの間の、コミュニ
ティ拠点を”仮設”するためのエリアマネジメント検討。

H24
-8

気仙沼市
（宮城県）

官民連携による小規模防災集団移転
促進事業（気仙沼方式）実現化調査

防災集団
移転

小規模防災集団移転促進事業（*）について、官民連携して各

地域の特性に合わせて効率的かつ迅速に事業を行う方法を
検討した。
（* まちなかの低未利用地を小規模に確保し、安全な移転住

宅を整備する事業を、地域まちづくりと一体で行うもの。造成
費や管理コストの抑制に効果的）

H24
-13

南三陸町
（宮城県）

官民連携による地域生活交通維持改
善事業調査

バス事業
将来の復興に合わせた地域交通ネットワーク再構築（高台集
落・町民バス・BRT）について官民連携の視点を踏まえながら
検討した。

H25
-3

石巻市
（宮城県）

防災・減災先端ＩＣＴセンター構想導入
可能性検討調査

ICTセン
ター

防災・減災先端ICTセンター整備運営事業についてPFI方式の
導入可能性を検討した。

H25
-5

広野町
（福島県）

広野町再建に向けた復興まちづくり複
合施設に関する検討調査

官民合築
施設

JR広野駅東側の地域を対象として、住居、教育、医療、福祉、

雇用などの様々な機能を有する復興まちづくり複合施設を、
官民連携して整備運営する手法（DBO、PFI方式等）について
検討した。

H25
-7

遠野市
（岩手県）

官民連携による複合的施設再配置・
運営と防災・減災まちづくり調査

市庁舎

震災により全壊した遠野市庁舎本庁舎の再整備計画に関し
て、官民連携手法（PFI方式、DB+包括民間委託等）の導入可

能性について検討するとともに、市庁舎整備を契機とした公
共施設の集約・再配置等について検討した。

H25
-11

福島県
官民連携による福島空港防災備蓄機
能拡充に関する検討調査

空港
非常時に福島空港が果たすべき広域防災機能を検討すると
ともに、格納庫・備蓄倉庫からなる防災備蓄拠点の整備・運
営・維持管理について官民連携事業スキームを検討。

H25
-14

大洗町
（茨城県）

官民連携によるビーチ再生と安全対
策及び運営業務実現可能性調査

海岸
震災後に海水浴客が減少した大洗サンビーチの復興のため、
ビーチ周辺への拠点施設の整備と、民間ノウハウを活用した
ビーチマネジメントについて検討した。

H26
-3

野田村
（岩手県）

防災拠点施設の官民連携による整
備・管理に係る調査

保健セン
ター

避難困難地域に対応した防災拠点施設と津波で流出した保
健センターの合築施設を整備するにあたり、民間ノウハウ・活
力を活用したコスト縮減や効率的な事業実施方法（DBO、PFI
方式等）について検討を行った。

H26
-6

福島市
（福島県）

官民連携による福島駅周辺まちづくり
計画検討調査

官民複合
施設

民間活力を導入したコンベンション・賑わい交流拠点の整備
方法を調査するとともに、福島駅の東西地区間の連携強化を
中心に段階的な復興を実現するために、官民連携手法（DBO、
PFI方式等）の導入可能性調査を行った。

H26
-11

独立行法人
都市再生機構

買い物弱者支援等に関する検討調査 支援体制

高齢化の進む被災地において、都市再生機構が災害公営住
宅の建設を進めるにあたり、当該住宅への入居者に限らず周
辺住民も対象にして、日常生活に不可欠な「買い物」支援とこ
れを契機とする高齢者等の見守り支援が自律的に実施され
る仕組みについて検討した。

H27
-6

宮古市
（岩手県）

フェリーターミナル拠点形成における
官民連携導入可能性調査

フェリー
ターミナ
ル

宮古港へのフェリー就航にあたり、ターミナルビル（津波避難
ビルを兼ねる）の建設に合わせ、地域の賑わいを創出し震災
復興と発展に寄与する新たな施設の整備・運営・維持管理す
る官民連携手法について検討を行った。

H27
-10

石巻市
（宮城県）

防災マリーナ活用計画検討業務
防災マ
リーナ

市街地の安全性向上と秩序ある水面利用を目的として、マ

リーナ施設の建設を進めるにあたり、地域の魅力向上と事業
採算性アップを目指し官民連携手法（指定管理、DBO、PFI）の
導入可能性について検討を行った。

H27
-11

多賀城市
（宮城県）

官民・地域連携等によるライフライン
の包括的管理のための調査

ライフライ
ン包括管
理

多賀城市では、市内に津波が押し寄せライフラインが甚大な
被害を受けた。震災直後から地元企業などが中心となりライ
フラインの復旧・復興を進めてきたが、担い手不足が懸念さ
れる維持管理を適切に執行していくために官民・地域連携の
可能性について検討を行った。
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(3)指標の設定

(4)報道取り上げ実態調査概要
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ＮＯ 調査名 事業地 対象施設
関連記
事件数

①
災害公営住宅の敷地提案型の買取制度等に関する
官民連携手法の検討調査（H24-1）

岩手県
災害公営
住宅

15 件

②
地域特性を踏まえた官民連携による災害公営住宅の
整備に係る検討調査(H24-7)

田野畑村
災害公営
住宅

1 件

③
地域住宅生産体制を活用する官民連携による
災害公営住宅供給推進調査(H26-1)

大槌町
災害公営
住宅

２ 件

④ 官民連携によるまちづくり・公共施設整備運営事業調査(H24-3) 陸前高田市
まちづくり
拠点

６ 件

⑤ 釜石東部地区再生拠点整備事業調査(H24-4) 釜石市
まちづくり
拠点

９ 件

⑥
官民連携による中心市街地の商業施設及び公営住宅の
整備に関する調査(H24-5)

大槌町
まちづくり
拠点

４ 件

⑦ 震災復興型エリアマネジメント手法検討調査(H25-2) 山田町
まちづくり
拠点

0 件

⑧
市街地整備における官民連携による官民有林活用に
関する調査(H25-1)

大槌町 都市公園 １ 件

⑨ 官民連携による運動公園整備・運営手法検討調査(H25-6) 陸前高田市 スポーツ公園 2 件

⑩
運動公園周辺エリアにおける民間収益施設併設・
活用手法検討調査(H26-4)

陸前高田市 スポーツ公園 1 件

⑪ 官民連携による道の駅整備運営事業調査(H26-2) 田野畑村 道の駅 2 件

⑫
コンビネーション型官民連携による後方支援拠点の
整備手法調査(H24-2)

遠野市 後方支援拠点 １ 件

⑬ 官民連携によるコミユニティ拠点整備事業等に係る調査(H24-6) 山田町
仮設
コミュニティ

0 件

⑭
官民連携による複合的施設再配置・運営と防災・
減災まちづくり調査(H25-7)

遠野市 市庁舎 0 件

⑮ 防災拠点施設の官民連携による整備・管理に係る調査(H26-3) 野田村 保健センター 3 件
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ＮＯ 調査名 事業地 対象施設
関連記
事件数

①
共同建替え事業等の地域・官民連携による
都市基盤整備検討調査(H25-8)

気仙沼市
災害公営
住宅

8 件

②
農を活かした健康と雇用の創出によるまちづくり
プロジェクト調査(H24-9)

東松島市 まちづくり拠点 8 件

③
被災した沿岸地域の活用ニーズの把握と防災施設等
における官民連携手法の検討調査(H24-10)

山元町
防災集団移転
事業

0 件

④ 花渕浜ハーバースクゥエアまちづくり事業に関する調査(H24-11) 七ヶ浜町 まちづくり拠点 5 件

⑤
再生可能エネルギー利活用事業における官民連携手法の
検討調査(H24-12)

南三陸町 エコタウン形成 1 件

⑥
エリアマネジメントによる地域活性化まちづくり事業に
係る調査(H26-5)

東松島市 まちづくり拠点 1 件

⑦
官民連携による松島公園エリア等の
面的再生等検討調査(H25-4)

松島町 都市公園 0 件

⑧
官民連携による市民墓地公園の一体的整備・運営に
関する検討調査(H25-10)

名取市 墓地公園 1 件

⑨ 官民連携による矢本パーキングエリア整備・運営検討調査(H25-9) 東松島市 PA 1 件

⑩
官民連携による小規模防災集団移転促進事業
（気仙沼方式）実現化調査(H24-8)

気仙沼市
防災集団移転
事業

5 件

⑪ 官民連携による地域生活交通維持改善事業調査(H24-13) 南三陸町 バス事業 0 件

⑫
防災・減災先端ＩＣＴセンター
構想導入可能性検討調査(H25-3)

石巻市 ICTセンター 0 件

ＮＯ 調査名 事業地 対象施設
関連記
事件数

① 官民連携による帰還後の町内拠点の形成推進調査(H26-9) 楢葉町
自力再建
住宅

2 件

②
小水力発電による土湯温泉町スマートコミニュティー
事業調査(H24-14)

福島市 小水力発電 3 件

③
地域に点在する集客交流拠点の官民連携による
管理運営調査(H26-7)

磐梯町 まちづくり拠点 5 件

④
官民連携スキームを活用した霊山高原ヘルス・ツーリズム
構想の事業化検討調査(H25-12)

伊達市 都市公園 3 件

⑤
官民連携による復興拠点施設の整備・運営手法に
関する調査(H26-10)

大熊町 都市公園 10 件

⑥
門前町の歴史を活かした
集客交流拠点整備計画策定調査(H25-13)

磐梯町 道の駅 5 件

⑦ 飯舘村村内復興拠点エリア整備事業調査(H26-8) 飯舘村 道の駅他 5 件

⑧
広野町再建に向けた復興まちづくり複合施設に
関する検討調査(H26-6)

広野町
官民合築
施設

2 件

⑨
官民連携による福島空港防災備蓄機能拡充に
関する検討調査(H25-11)

福島県 空港 2 件

⑩ 官民連携による福島駅周辺まちづくり計画検討調査(H26-6) 福島市
官民複合
施設

5 件
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ＮＯ 調査名 事業地 対象施設
関連記
事件数

①
官民連携によるビーチ再生と安全対策及び
運営業務実現可能性調査（Ｈ25-14）

大洗町 海岸 0 件
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◆

◆
◆
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【災害公営住宅整備事業】
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◆
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【まちづくり・拠点整備事業】
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